別紙５　　　　　　　　　　　　　　　　　　

誓　　約　　書

令和　　年　　月　　日

　

埼玉県央広域事務組合

管理者　並　木　正　年  様

　　　　　　　　

所　　在　　地

　　　　　　　　　　　　　　申請者　法人又は団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 氏 名

県央みずほ斎場の指定管理者の申請に当たり、下記のいずれにも該当しない者であることを誓約いたします。
記

１　火葬業務に３年以上携わった者を確保することができない法人等
２　会社更正法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法　律第２２５号）に基づく更生手続き開始の決定又は再生手続き開始の決定があった法人等
３　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項及び第１６７条の１１第１項の規定により、組合市における一般競争入札及び指名競争入札の参加を制限されている法人等
４　組合市から入札参加停止の措置を受けている法人等
５　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定により、指定の取消しを受けたことがある法人等
６　国税及び地方税を滞納している法人等

７　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」という。）の統制の下にある法人等
８　代表者等（法人にあってはその役員（非常勤を含む。）及び経営に事実上参加している者を、その他の団体にあってはその代表者及び運営に事実上参加している者をいう。）が暴力団の構成員等である法人等
９　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９２条の２（議員の兼業禁止）、第１４２条（長の兼業禁止）、第１６６条第２項（副市長の兼業禁止）及び第１８０条の５第６項（委員会の委員又は委員の兼業禁止）に該当するもの。ただし、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１２２条及び第１３３条に該当する場合（長が取締役等を兼ねることができる市の出資比率が１/２以上の法人）を除きます。
10　法人等その他の団体の役員に次のいずれかの者が含まれているもの
（ア）破産者で復権を得ない者
（イ）禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受ける　ことがなくなるまでの間の者
　（ウ）暴力団員又はその利益となる活動を行う者

※　グループによる申請の場合は、構成団体ごとに作成してください。


